
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（19）劉俊海・前傾（注８）、168頁。Manning, The Business Judgment Rule and the 












































（45）Ian M Ramsay and David B Noakes, “piercing the CorporateVeil in Australia”，
― 99 ―
支配株主の経営責任と債権者保護
















（54）N-Martは単なる劉五一の中国式の発明であり、アメリカ旧Price Smartの名前 “Fed 
mart” を真似したものいわれる。“N-Mart” 特徴ついて中国Price Smartはこのように釈
明した：北京Price Smartは中国都市の消費者対象とする開発営業態であり、その特徴
は国外ショッピングセンターの標準とモデルであるにたいし、“N-Mart” はコミュニティ
消費者へのサービスである。①商品のレベルはある程度下がり、生活用商品を主とする、
②商品品目がいっそう豊富である、③販売はすでに蔵屋敷でなく、陳列も更に鮮やかで
ある、④お客さんの範囲を主に周辺３～５キロメートルのコミュニティ・サービスを目
指す。つまり、N-Martはすでに標準的なPrice Smartの蔵屋敷会員店モデルでなくて、中・
低レベルの大売場になった。
（55）諾衡持株有限責任会社の経理が《財政経済》に記者対する告白によると、“2001年から
Price Smartは大量な資金を新開店に注入し資金の流れはすでにいき詰まっていた。各支
店は建設中であり、もし停止すればより大きな赤字を引き起こし、銀行と供給業者に打
撃を与えるし、自身の損害は創造できない。そこで、Price Smartはやむ得なく絶えずに
新店を開き続けた。新店のプロジェクトは引き続き銀行貸付をし、供給業者に掛け売り
をする。”
（56）劉俊海•『公司法』中国法制出版社，68頁。
（57）東京高判昭和43・６・19東高民時報19巻６号132頁、大阪高判平成元・10・26判タ711号
253頁。
